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敦賀市条例第  号 

 

 

 

   敦賀市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （敦賀市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 敦賀市子ども医療費の助成に関する条例（平成８年敦賀市条例第２２号

）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ この条例において「協力医療機関

」とは、子どもに対する療養を行っ

た場合、当該療養に要した費用の額

その他助成の額の算定に必要な情報

を福井県国民健康保険団体連合会（

以下「国保連」という。）又は医療

情報基盤・診療報酬審査支払機構（

以下「支払機構」という。）に提供

する等の協力をする医療機関をいう  

６ この条例において「協力医療機関

」とは、子どもに対する療養を行っ

た場合、当該療養に要した費用の額

その他助成の額の算定に必要な情報

を福井県国民健康保険団体連合会（

以下「国保連」という。）又は社会

保険診療報酬支払基金（以下「支払

基金」という。）に提供する等の協

力をする医療機関をいう。  

  

（助成金の支給） （助成金の支給） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 市長は、協力医療機関の情報に基

づき、国保連又は支払機構から助成

対象者の一部負担金に係る請求があ

った場合は、助成対象者に代わり、

支払うことができる。  

２ 市長は、協力医療機関の情報に基

づき、国保連又は支払基金から助成

対象者の一部負担金に係る請求があ

った場合は、助成対象者に代わり、

支払うことができる。  
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３ （略） ３ （略） 

（敦賀市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 敦賀市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（平成８年敦賀市条例

第２１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ この条例において「協力医療機関

」とは、ひとり親家庭等に対する療

養を行った場合、当該療養に要した

費用の額その他助成の額の算定に必

要な情報を福井県国民健康保険団体

連合会（以下「国保連」という。）

又は医療情報基盤・診療報酬審査支

払機構（以下「支払機構」という。

）に提供する等の協力をする医療機

関をいう。 

７ この条例において「協力医療機関

」とは、ひとり親家庭等に対する療

養を行った場合、当該療養に要した

費用の額その他助成の額の算定に必

要な情報を福井県国民健康保険団体

連合会（以下「国保連」という。）

又は社会保険診療報酬支払基金（以

下「支払基金」という。）に提供す

る等の協力をする医療機関をいう。  

  

（助成金の支給） （助成金の支給） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 市長は、協力医療機関の情報に基

づき、国保連又は支払機構から助成

対象者の一部負担金に係る請求があ

った場合は、助成対象者に代わり、

支払うことができる。  

２ 市長は、協力医療機関の情報に基

づき、国保連又は支払基金から助成

対象者の一部負担金に係る請求があ

った場合は、助成対象者に代わり、

支払うことができる。  

３ （略） ３ （略） 

（敦賀市重度障害者医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 敦賀市重度障害者医療費の助成に関する条例（平成８年敦賀市条例第２

３号）の一部を次のように改正する。 
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次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ この条例において「協力医療機関

」とは、障害者に対する療養を行っ

た場合、当該療養に要した費用の額

その他助成の額の算定に必要な情報

を福井県国民健康保険団体連合会（

以下「国保連」という。）又は医療

情報基盤・診療報酬審査支払機構（

以下「支払機構」という。）に提供

する等の協力をする医療機関をいう  

５ この条例において「協力医療機関

」とは、障害者に対する療養を行っ

た場合、当該療養に要した費用の額

その他助成の額の算定に必要な情報

を福井県国民健康保険団体連合会（

以下「国保連」という。）又は社会

保険診療報酬支払基金（以下「支払

基金」という。）に提供する等の協

力をする医療機関をいう。  

６ （略） ６ （略） 

  

（助成金の支給） （助成金の支給） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 市長は、協力医療機関の情報に基

づき、国保連又は支払機構から助成

対象者の一部負担金に係る請求があ

った場合は、助成対象者に代わり、

支払うことができる。  

２ 市長は、協力医療機関の情報に基

づき、国保連又は支払基金から助成

対象者の一部負担金に係る請求があ

った場合は、助成対象者に代わり、

支払うことができる。  

３ （略） ３ （略） 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

   提案理由 

社会保険診療報酬支払基金法の一部改正により、所要の規定を整理する必要が

あるので、この案を提出する。 
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